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1 はじめに
我が国の経済におけるサービス部門のウエ
イトは高く､ サービス経済化が進行している
のにも拘わらず､ サービス業の生産性は､ 製
造業の生産性よりも低い｡ そうしたところか
ら､ サービス業の生産性を高めることにより､
我が国の経済成長に寄与する度合いを高めて
いこうとする考え方が出てきている｡
このような考え方はたしかに正しいのであ
るが､ サービス業の生産性向上策として打ち
出されている科学的・工学的手法の導入は､
すべてのサービス業種に適用可能なものでは
なく､ どの程度サービス業全体としての生産
性向上につながるのかどうか大いに疑問のあ
るところである｡ つまり､ サービス業全体へ
の製造業起源の科学的・工学的手法の安易な
一律適用は､ それが適用可能な特定のサービ
ス業種は別として､ サービス企業の従業員の
モラール低下､ 職場の荒廃､ 消費者・顧客の
サービス企業からの離反等のネガティブな結
果をもたらすことにもつながりかねない可能
性がある｡ そして､ このようなことにより､
却ってサービス業の生産性低下を引き起こす
ことになるかもしれないのである｡
ここでは､ サービス業の生産性向上のため
の科学的・工学的手法の適用は部分的な効果
しか得られないことを明らかにするとともに､
サービス業の特殊事情を考慮したうえで生産
性向上策が考慮されるべきであるということ
を明らかにしたい｡
2 サービス業に対する正確な認識や理解の
必要性
サービス業の生産性向上を問題にするまえ
に､ サービス業に対する正確な認識や理解を
しておく必要があるであろう｡ つまり､ サー
ビス業に対する正確な認識や理解に基づいた
うえでサービス業の生産性向上が問題にされ
ないのであれば､ 議論が的はずれになる危険
性が生ずるとみられるからである｡
我が国では､ サービス業に対する正確な認
識や理解がなされているのかというと､ やや
判断に迷うところがある｡ というのは我が国
では､ 例えばサービス業に関する研究は､ 欧
米と比較するとやや立ち後れているからであ
る｡ その背景には､ サービス業の調査・研究
をしている研究者の数が､ 我が国ではあまり
多いとはみられないという事情がある｡ こう
したところから､ サービス業に対する研究が
あまり進展しておらず､ サービス業に関する
正確な認識や理解がどの程度なされているの
か､ やや疑問なところがあるのである｡
例えば､ 経済産業省編 (2007) では､ サー
ビス産業に共通の特性として､ ①無形性､ ②
同時性､ ③新規性・中小企業性が挙げられて
いる(1)｡ これらのうち､ ①と②は､ 一般的に
サービス財の特質 (特性) として挙げられて
いるものであり､ サービス産業の特性という
べきものではない｡ つまり､ ①と②は､ サー
ビス財とは何かを説明する際に､ それは有形
財とは異なり､ 無形のものであり､ その生産
と消費が同時になされるものであることを示
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すために用いられる用語なのであり､ サービ
ス産業の特性を表す用語ではない｡
また､ 経済産業省編 (2007) では､ サービ
ス産業の無形性という特性により､ 情報の非
対称性が生じ､ ｢消費者に情報が行き渡らず
十分な競争が起こらない｣ としているが､ こ
うした見方には次のような問題点がある(2)｡
第 1 に､ 目に見える有形財を取り扱ってい
る製造業の場合でも情報の非対称性があるの
であり､ 必ずしも消費者は各製造業者が製造
している製品に関する情報を十分にもってい
るわけでないという点である｡ 例えば､ 大企
業の製品には多種多様なものがあるので､ 消
費者はそれら全てに関する情報をもっている
わけではないし､ 個々の製品の機能・特徴や
原材料・成分・素材等に関する情報を必ずし
も十分にもっているわけではないのである｡
無形性のゆえに情報が十分に伝わらないとい
うのは誤りである｡ 製品 (ないし財) が有形
であるか無形であるかに関わらずそのような
ことはあり得るものとして理解すべきである｡
第 2に､ サービス財が無形のものであるか
らといって､ 消費者に必ずしも十分な情報が
伝わっていないわけではないという点である｡
例えば､ ホテルや旅館の宿泊サービス､ テー
マ・パークやレジャー・パークのサービスの
提供内容､ 航空会社のサービス､ レストラン
の飲食サービス､ ブライダル・サービス等は
いずれも雑誌やインターネット等により､ 消
費者に対する詳細な情報提供がなされている
し､ それに関連したネット上の様々な口コミ
情報が流れている｡ 消費者は､ それらの情報
に基づき目的のものを探し出したり比較購買
をしたりしている｡
付け加えておくと､ 経済産業省編 (2007)
では単に､ ｢消費者等に品質等の情報が行き
渡りにくい｣ と述べられているだけであるが､
消費者に対して提供される情報にはサービス
財の内容や特徴､ 取引条件､ 価格､ 利用方法､
品質に関する手がかりとなるもの等があると
明確に認識されるべきである(3)｡ また､ サー
ビス業の労働集約性に起因する異質性という
サービス財がもつ特質により､ サービス財の
品質は安定せずバラツキが発生しやすい｡ そ
うしたところから､ 消費者に対するサービス
財の品質情報の提供といっても､ 消費者がサー
ビス提供を受ける際のそのときどきの状況に
より品質が良かったり悪かったりするので､
消費者に対する品質についての確実で信頼で
きる情報提供を行うことはなかなか難しいの
である｡ 単に､ 消費者に品質情報が行き渡り
にくいという問題ではないことを認識すべき
である｡
サービス企業としては､ 消費者にサービス
の品質に関する手かがりとなるものを提示す
ることにより提供されるサービス財の品質を
イメージさせることができるだけである｡ 例
えば航空会社であれば､ 豪華な機内食､ ゆっ
たりとした座り心地のよさそうなシート等の
目に見える手がかりを利用することにより､
高品質イメージを消費者に抱かせるようにす
るのである｡ あるいは､ サービス企業が消費
者に対して確実に提供することができるサー
ビス財の内容を提示するとともに､ その提供
を消費者に対して約束することである｡ 要す
るに､ サービス財の品質に関する情報提供は､
サービス財の品質の手かがりとなるものを提
示することや､ 確実に消費者にその提供が約
束できるサービス財の内容を確定して提示す
ることによりなされるのである｡
経済産業省編 (2007) では､ サービスの品
質を事前に確認することが困難なことに触れ
ているものの､ そうしたことが消費者への情
報提供とどのように関連してくるのかが分析
されておらず､ 単にサービス企業と消費者間
の情報の非対称性が問題にされているだけで
ある(4)｡ また､ サービス財の品質に関しては､
特にその ｢見える化｣ を問題にしており､ 顧
客満足度指数 (CSI) や民間によるサービス
の認証制度等を導入することにより､ 客観的
なサービス評価を確保することを提起してい
る(5)｡ こうした顧客満足度指数や認証制度に
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は､ どの程度真の意味での顧客満足を反映さ
せることができるのか､ どの程度認証評価が
信頼できるのかという問題点があることが指
摘される｡ もし､ これらを導入するのであれ
ば､ 評価項目と評価基準に関する情報を消費
者に対して全て開示する必要がある｡ また､
そうした顧客満足度指数や認証評価は､ サー
ビス企業の主として全体的な評価に関するも
のであり､ 必ずしもサービス企業が提供して
いる様々な個別のサービス財の具体的な内容
や評価に関するものではないので､ 結局のと
ころそれらの情報が消費者に提供されたとし
ても経済産業省編 (2007) が問題にしている
情報の非対称性は解消されないという問題点
は残る｡
第3に､ ホテルや旅館の宿泊サービス､ テー
マ・パークやレジャー・パークのサービスの
提供内容､ 航空会社のサービス､ レストラン
の飲食サービス､ ブライダル・サービス等の
業種に属するサービス企業間の競争は､ 例え
ばホテル間の競争のことをホテル戦争と呼ん
だりすることにみられるように十分になされ
ているし､ 航空会社もレストランもかなり激
しい競争下におかれていることは事実なので
ある｡
以上の 3点から､ サービスが無形のものだ
からといって ｢消費者に情報が行き渡らず十
分な競争が起こらない｣ という主張は誤りで
あることが分かる(6)｡ 無形のものであるから
といっても､ 消費者に馴染みのあるサービス
財というものは多数存在するのであり､ それ
らに関する情報も十分に流れたりしているの
である｡ 逆に目に見える有形財でもあまり消
費者に馴染みがなく､ よく知られていないも
のも多数あるのである｡ また､ サービス財の
品質の手かがりになるものの情報ではなく､
品質そのものに関する情報を行き渡らせるこ
とを問題にすることは､ 予めサービス財の品
質を確定したうえで消費者にそれを提供する
ことができないので､ あまり意味がないこと
なのである｡ さらに､ サービス企業間の競争
は不十分なのではなく､ 規制緩和政策により
競争が激化した航空業界､ 陸運業界等をはじ
めとして様々なサービス業種で十分になされ
ているのである｡ そもそも政府は､ 従来政府
規制により競争が不十分にしか展開されてい
なかったサービス業種に対して規制緩和を図
ることにより競争を促進してきたのではなかっ
たのであろうか｡
経済産業省編 (2007) では､ 同時性 (提供
と同時に消滅) に関して､ ｢競争が限定的な
ため｣､ ｢貿易財としての性質を持たないため､
製造業に比べ､ グローバルな競争に晒されて
いない｣ という指摘がなされている(7)｡ 要す
るにこの指摘は､ サービス財が､ 有形財のよ
うに形がないものであり､ すぐになくなって
しまうところから輸出品にはならないので､
品質やコスト面での優位性の点で国際競争力
のある商品にはならないということを問題に
しているのである｡ しかしながら､ サービス
企業のなかには､ 少子高齢化社会の進行によ
る人口減で国内市場が次第に縮小していくと
いう危機感をもっているところが現れてきて
いる｡ そうしたサービス企業では､ 海外から
の顧客の誘致や海外進出に積極的に取り組み
はじめているのである｡ 例えば､ 外食企業の
なかには海外にレストランを展開していると
ころがある｡ また､ 旅行業界､ 観光業界では､
訪日旅行の誘致活動に積極的に取り組んでい
る｡ 経済産業省編 (2007) のなかに述べられ
ている IT 技術の進展にのみよりサービス業
がグローバルな競争下におかれるようになる
わけではないのである｡ 別にサービス財その
ものは輸出できなくとも､ 店舗やサービス施
設等は海外に展開できるし､ 旅行業界や観光
業界のように魅力のある観光資源開発等を行
うことにより魅力度を高めて海外から顧客を
集客することにより利用者数を増加させてい
くことが可能なのである｡
以上のような､ 必ずしも正確ではないサー
ビス業の特性等に関する認識や理解が生じて
くるのは､ サービス業を製造業と同様の基準
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により理解し判断することを無意識のうちに
行っているからであると思われる｡ 例えば､
サービス財の品質情報が消費者に行き渡って
いるかどうかを問題にしているということは､
サービス財の品質が有形財の品質のように安
定しているという暗黙のうちの仮定があるか
らであるとみられる｡ サービス業の生産性向
上を問題にするのであれば､ まず､ サービス
業に対する先入観や製造業モデルに基づく考
え方を一切払拭したうえで､ サービス業に対
する正確な認識や理解に基づいて考察してい
く必要がある｡
3 サービス財の特質と品質について
サービス業の生産性を問題にするときには､
サービス財がどのような特質をもっているの
かについて正確に把握しておく必要がある｡
サービス財は､ 目に見える物財とは異なった
特質 (特性) をもったものであるが､ サービ
ス財の特質については､ 様々な論者により研
究がなされている｡ そのなかのいくつかを以
下に紹介する｡
J.M.Rathmell (1974) はサービス (財と
してのサービス) の主要な特質として､ ①サー
ビスは購買者と販売者の間の関係や製品の使
用に対する統制が不確定であること (サービ
スの消費､ 使用の際に販売者の参加が不可欠
なこと)､ ②生産と消費の相互作用 (生産と
消費の同時性)､ ③サービスに初めから備わっ
ている性質 (在庫ができないこと､ 在庫に固
有の弾力性が欠如していること)､ ④画一的
なパフォーマンス標準を達成することが困難
なこと､ ⑤サービスに関連する伝統的なマー
ケティング機能を再考慮する必要があること
の 5つを挙げている(8)｡
W.E.Sasser, R.P.Olsen and D.D.Wyckoff
(1978) はサービスの特質として､ ①無形性
(intangibility)､ ②損なわれやすさ (perish-
ability)､ ③異質性 (heterogenity)､ ④同
時性 (simultaneity) の 4つを挙げている(9)｡
L. L.Berry (1980) はサービスの特質とし
て､ ①有形というよりは無形であること､ ②
生産と消費の同時性､ ③あまり標準化､ 画一
化されていないことの 3つを挙げている(10)｡
P.Kotler (1984) はサービスの特質とし
て､ ①無形性､ ②不可分性 (inseperability)､
③変化しやすいこと (variability)､ ④損な
われやすさの 4つを挙げている(11)｡
C.H.Lovelock (1984) は､ サービスの特
質として､ ①短命で経験的､ ②消費の単位と
しての時間に対する強調､ ③人々－サービス
業の従業員とそれ以外の顧客の双方－は､ し
ばしばサービス製品の一部分であるという事
実の 3つを挙げている(12)｡
D.Cowell (1984) は､ サービスの特質と
して､ ①無形性､ ②不可分性､ ③異質性､ ④
損なわれやすさ､ ⑤所有権 (ownership) の
欠如の 5つを挙げている(13)｡
E.M. Johnson, E.E. Scheuing and K.A.
Gaida (1986) はサービスの特質として､ ①
無形性､ ②損なわれやすさ､ ③同時性､ ④異
質性の 4つを挙げている(14)｡
W.J.Stanton, M. J. Etzel and B. J.Walker
(1978) は､ サービスの特質として､ ①無形
性､ ②不可分性､ ③異質性､ ④損なわれやす
さと需要の変動の 4つを挙げている(15)｡
H.Kasper, P. van Helsdingen and W. de
Vries, Jr. (1999) は､ ①不可視性､ ②不可
分性､ ③むらが出やすいこと､ ④在庫ができ
ないことの 4つを挙げている(16)｡ これらのう
ち､ 不可視性は無形性と同じものであり､ 不
可分性は生産と消費の同時性と同じものであ
り､ むらが出やすいことは異質性と同じもの
である｡
以上の様々な論者が列挙しているものをま
とめると､ 主要なサービス財の特質には次の
ものがあるということになる｡
① 無形性 (不可視性)｡ サービス財は主
として無形のものからなっており､ その
購買以前に直接それを具体的なかたちで
確かめてみることのできないものである｡
中京企業研究26
② 損なわれやすさ｡ サービス財は､ 生産
されたと同時に消滅してしまうものであ
る｡ それゆえ､ サービス財を在庫してお
くことは出来ないのである｡
③ 生産と消費の同時性 (不可分性)｡ サー
ビス財は生産されると同時に消費される
のであり､ 生産の時点と消費の時点とを
有形財のように分離することはできない
のである｡ こうしたところから､ サービ
ス財の生産には消費者のそれへの参加が
不可欠になってくる｡
④ 異質性 (変化しやすいこと､ むらが出
やすいこと)｡ サービス財はその生産さ
れるそのときどきにおいて､ その品質に
バラツキが生じやすく､ 画一的で均質な
品質標準を達成することは困難である｡
これはサービス財自体が主として無形の
ものであるのに加えて､ サービス業が概
して労働集約的な業種であり､ サービス
財の提供・配達を人に依存することが多
いということから生ずることなのである｡
⑤ 所有権の欠如｡ サービス財は主として
無形のものからなるので､ サービス自体
を有形財のように所有することはできな
いのである｡
以上､ これらの 5つのものがサービス財が
もつ主要な特質ということになる｡ サービス
財がもつこれらの特質により､ それを取り扱
うサービス業では製造業とは異なった事態に
直面することになる｡
サービス財の無形性､ 損なわれやすさ､ 生
産と消費の同時性という特質から､ サービス
財を在庫・貯蔵したり､ 輸送したりすること
はできないので､ 一般的にいって物流活動が
展開できないことになる｡ サービス企業のサー
ビス財の供給能力がホテル業､ レストラン業､
航空業界のように限られているところが多い
ことと､ この物流活動が展開できないことと
を考え合わせると､ サービス業では一般的に
サービス財に対する需給調整を行うことが困
難であることが分かる｡ つまり､ 需要の増加
する時期に備えて在庫形成をしたり､ 需要の
増加している市場にサービス財を集中的に投
入することは､ そもそも在庫形成が不可能で
あり､ サービス財の供給能力が余っている市
場から需要が増加しておりサービス財の供給
能力が不足している市場へとサービス財を輸
送することはできないので､ 需給調整するこ
とが困難なのである｡ このようにサービス業
では､ サービス財の供給能力が限られており､
物流活動が展開できないところから､ サービ
ス財の需給調整が困難であるという問題点が
あることを認識しておく必要がある｡
また､ サービス業の労働集約性により､ サー
ビス企業の従業員から顧客に対してサービス
財の提供がなされることが多いので､ サービ
ス財が生み出されるそのときどきにおいて､
サービス財の品質にバラツキが生じやすいの
であり､ 製造業のように常に均質な品質での
財の提供を行うことはできないのである｡ こ
のサービス財のもつ異質性という特質をいか
にして解消するのかが､ サービス業では問題
になってくるのである｡ その際､ 従業員に対
するマニュアルを利用した教育・訓練の実施
や機械・設備等の導入 (科学的・工学的手法
の導入) による標準化には限界があることは
よく指摘されているところである｡ つまり､
従業員のマニュアルに基づく機械的な接客・
応対､ あるいは顧客への接客・応対を従業員
に行わせるのではなく機械・設備による接客・
対応に置き換えることは､ 融通や機転が利か
ず､ 機械的な冷たいサービスであると顧客に
受け取られることもあり､ 必ずしもサービス
改善につながるものではないのである｡ マニュ
アルを超えた融通性のあるサービス､ 人間味
のあるサービスというものが求められること
がサービス業では多いということに注意すべ
きである｡ マニュアルの利用や機械・設備の
導入ということは､ 適度な範囲内でなされる
べきことであり､ それらの過度な導入は却っ
て顧客に提供されるサービス水準の低下につ
ながり､ 最終的にはサービス業の生産性を低
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下させていくことにつながるであろう｡
さらに､ サービス財の品質とはどのような
ものなのかについての理解をしておく必要が
ある｡ このサービス財の品質に関して C.
Grnroos (1990) は､ 消費者・顧客に知覚
されるサービス財の品質が技術的品質と機能
的品質の 2つの次元からなるとしている(17)｡
技術的品質は､ 消費者・顧客がサービス企業
からどのようなサービス製品を受け取るのか
に関するものであり､ 機能的品質は､ 消費者・
顧客がサービス企業からどのようにしてサー
ビス製品を受け取るのかに関するものである｡
こうした Grnroos (1990) の捉え方に基
づいて､ サービス財の品質というものを把握
する方がよい｡ つまり､ 消費者・顧客がサー
ビス製品の提供を受けて､ その品質を知覚す
る際に､ どのような内容でのサービス製品を
受け取ったのかに関する技術的品質が問題に
なるだけでなく､ その提供を受けたときにサー
ビス企業の係員からどのような取り扱いを受
けたのかに関する機能的品質も問題になるの
である｡
例えば､ 航空会社の旅客輸送サービスを例
に挙げると､ その航空会社を利用する商用客
としては安全で快適なサービス､ 離発着時間
が正確なこと､ 乗り継ぎの便が良いこと等の
内容・品質からなる航空旅客輸送サービスの
提供を受けることも大切であるが､ それだけ
でなく航空会社のグランドスタッフや客室乗
務員等からどのような接客・応対サービスの
提供を受けるのかということも大切なことな
のである｡ もし､ 航空旅客輸送サービスの技
術的品質が良かったとしても､ 旅客に対する
航空会社のグランドスタッフや客室乗務員等
の接客・応対の仕方が悪かったとすれば機能
的品質は悪くなり､ その航空会社の航空旅客
輸送サービスの品質は全体として悪かったと
いう評価を旅客がしてしまうことになるので
ある｡
また逆に､ 消費者・顧客がサービス製品の
品質を知覚する際に､ サービス企業の係員か
らどのような取り扱いを受けたのかに関する
機能的品質が問題になるだけでなく､ どのよ
うな内容でのサービス製品を受け取ったのか
に関する技術的品質も問題となってくるので
ある｡ 航空会社を例にとると､ 航空会社のグ
ランドスタッフや客室乗務員等の接客・応対
の仕方が良くて機能的品質が良かったとして
も､ 肝心の航空旅客輸送サービスそのものに
関する技術的品質が悪かったとすれば､ 旅客
に全体としての航空旅客輸送サービス製品の
品質が悪かったと評価されてしまうことにな
るのである｡
サービス財というのは､ 製造業のように基
本的に財そのものの品質が良ければ問題がな
いというものではなく､ サービス財の本質的
な部分に関する技術的品質が良くても､ 消費
者・顧客への接客・応対等に関する機能的品
質が悪ければ評価が低くなってしまい､ 顧客
満足は低くなってしまうのである｡ 科学的・
工学的手法の適用は､ 主として技術的品質の
改善に寄与することになるであろうが､ 機能
的品質の改善にはあまりつながらないものと
みられる｡ 接客・応対サービスの機械等によ
る置き換えは､ 気の利いた対応､ 込み入って
おりやや複雑な判断を要する対応や即座の判
断が要求される臨機応変な対応には向かない
ものであり､ 定型的で機械的な対応のみ要求
される業務にしか役に立たないものとみられ
る｡
いずれにせよ､ サービス業の生産性を問題
にするのであれば､ サービスの特質 (特性)
から生ずるサービス業独特の事情やサービス
財の品質に関する正確な認識・理解を予めもっ
ている必要性がある｡
4 サービス業の生産性が製造業の生産性よ
りも低い理由
サービス業の生産性が製造業の生産性より
も低い理由として Cowell (1984) は､ 次の
ようなことを挙げている(18)｡
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① サービス業の労働集約性が高いこと｡
サービス業では､ 一般的にいってサービ
ス財を生み出すのを人手に依存している
ことが多く､ 製造業のように製造設備や
機械により有形財を生産しているわけで
はないので､ サービス業の生産性がなか
なか高まらないのである｡
② 労働節約装置を利用する機会がより少
ないこと｡ Cowell (1984) は､ サービ
ス業で労働集約的装置を利用する機会が
少ないのは､ サービス業の技術的変化が
遅いこと､ 特に中小サービス企業の場合
に規模の経済が働きにくいこと､ 労働の
分業化の機会があまりないこと､ カウン
セリング､ コンサルタント業等のような
サービス業は人に依存していることによ
るものであるとしている｡
③ 多くのサービス組織の小規模性｡ サー
ビス企業は､ 中小規模のところが多く従
業員が少ないので､ 機械化の余地は少な
いし､ 労働の分業化の利益が得られない
のである｡
このように Cowell (1984) は､ サービス
業ではサービスの生産や提供を人手に依存す
ることが多く労働集約性が高いので､ 急には
従業員の業務に対する熟練や習熟の度合いは
高まらないというのである｡ そして､ サービ
ス業では中小企業が多いので､ 機械化による
合理化の余地はあまりないし､ 分業化のメリッ
トを得るのは困難であるというのである｡
Cowell (1984) は､ こうしたところからサー
ビス業では生産性がなかなか高まらないと結
論づけるのである｡ サービス企業が生産性向
上を図るとき､ 特に労働集約性の高いサービ
ス企業ではなかなか生産性が高まらないであ
ろう｡ サービス企業でもサービスの生産過程
や提供過程の一部を機械化する余地のあると
ころであれば､ 生産性が高まる可能性がある
が､ 機械化の余地のないところでは､ あまり
生産性向上を図る余地はないということにな
る｡
ところで､ 経済産業省編 (2007) では､ サー
ビス業の生産性が低いのは､ 先に検討したサー
ビス産業がもつ無形性､ 同時性 (提供と同時
に消滅)､ 新規性・中小企業性の 3 つの特性
に原因があるものとしている(19)｡ こうしたと
ころから､ 国際競争に晒されにくくなり､ 市
場が地域に限定されることになり､ 消費者に
品質等の情報が伝わりにくくなり､ 生産性が
低くなるというのである｡
このなかでサービス業の生産性が低い理由
として妥当なのは､ 小規模性と同様の意味を
もつ中小企業性だけである｡ サービス業の生
産性が低い最も大きな原因はその労働集約性
にある｡ ただし､ サービス業の労働集約性に
よる低生産性を改善するために､ 科学的・工
学的手法を導入しようとしても､ そもそも人
によって専らサービス提供がなされる弁護士
業､ コンサルタント業のような専門サービス
業では､ 機械化はそもそも馴染まないので導
入はできない｡ そして､ サービス業の小規模
性により､ そもそも分業化や機械化の余地が
少ないところが多いのである｡
いずれにせよ､ 経済産業省編 (2007) では､
サービス産業がもつとされる無形性､ 同時性
(提供と同時に消滅)､ 新規性・中小企業性の
3つの共通の特性の理解に基づいて､ サービ
ス業の生産性向上を考察していこうとすると
ころがみられるが､ それがどの程度有効性を
もつのか疑問なところがある(20)｡
5 サービス業の生産性の定義と尺度
サービス業の生産性を問題にするときの生
産性とはそもそもどのようなものであるのか
ということが問題になる｡
まず､ Cowell (1984) は､ 生産性につい
て通常それは､ ｢投入の総価値に対する生産
過程の産出の割合｣ と定義されていると紹介
している(21)｡
次に､ Lovelock and Wright (2002) は､
サービスの生産性が次のような式により表さ
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れるとしている(22)｡
サービスの生産性
＝産出の量と質／投入の量と質
また､ 経済産業省編 (2007) では､ ｢生産
性は､ 市場における価値創出の際に利用され
る資源について､ その活用の効率を表すもの｡
したがって､ 生産性向上のためには､ 効率向
上 (生産性の分母に着目) と付加価値向上・
新規ビジネス創出 (生産性の分子に着目) が
両輪となって追求されることが必要｣ である
としている(23)｡
以上のように､ 一般的にサービス業の生産
性は 投入に対する産出の割合であると理解
されているのが分かる｡ こうしたサービス業
の生産性に関する概念把握の仕方が経済産業
省編 (2007) でも基本的になされているもの
とみられる｡ この概念把握の仕方を検討して
みると､ 分子の付加価値向上は経済的効率性
とあまり変わらないし､ 新規ビジネスの創出
はサービス業の生産性測定尺度としては不適
格なものである｡ これらの点から､ 経済産業
省編 (2007) の生産性概念の把握の仕方は､
製造業で問題にされてきた生産性概念の域を
出るものではないとみられる｡ 我が国におけ
るサービス業における生産性向上に関する議
論は､ この生産性に関する概念把握に基づい
ているのである｡
サービス業の生産性に関するこのような概
念把握に対しては､ Cowell (1984) が次の 2
つの仮定が含まれていることを指摘している｡
第 1 に､ ｢産出と生産要素が完全に定義さ
れており､ 同質的であり､ 測定可能である｣
という仮定である(24)｡
第 2 に､ ｢産出の効用は問題にされない｣
という仮定である(25)｡
この 2つの仮定は製造業の生産性を問題に
するときのものとしてはよいのであるが､ サー
ビス業の生産性を問題にするときのものとし
て相応しくないのである｡ Cowell (1984)
は､ ｢サービス部門における生産性の測定の
問題は､ サービスの文脈というよりは､ 財の
文脈のために創られた伝統的な尺度の継続的
利用から生ずるものである｣ としている(26)｡
Cowell (1984) は､ サービス財は生産さ
れる (produced) ものではなく､ 遂行され
るもの (performed) であるとする(27)｡ そし
て､ サービス財が提供される環境は製造業の
ようなクローズド・システムではなく､ オー
プン・システムであり外的環境からの影響を
被りやすいし､ サービス財の品質は変化しや
すいという｡ さらに､ サービス財の生産の際
に消費者が関与してくることになるので､ こ
の消費者による投入の質がサービス財の生産
性に影響を与えるとする(28)｡
Cowell (1984) は､ こうしたことから､
サービス財の生産性の尺度としては､ 製造業
の生産性の尺度として用いられている量的尺
度の次元に加えて質的尺度の次元が必要であ
るとしている(29)｡ なお､ Lovelock and Wri-
ght (2002) による定義は分母､ 分子とも量
的尺度と質的尺度を考慮したものとなってい
る｡
サービス業の生産性を問題にする際､ 経済
産業省編 (2007) にみられるように､ 我が国
では基本的に製造業で問題にされる生産性概
念とあまり変らないものが適用されているの
である｡ そして､ サービス業の生産性の測定
を問題にする際に､ サービス財がもつ特質や､
それが生み出され消費者・顧客に提供される
際の環境等に対する深い理解が欠落している
ように思われる｡ それゆえ､ Cowell (1984)
が指摘しているようなサービス業の生産性を
問題にする際に考慮すべき様々な問題に対す
る認識が欠落してくることになるのである｡
6 サービス業の生産性向上のための方策
サービス業の生産性を向上させるために､
どのような方策を用いることができるのであ
ろうか｡ そして､ そうした方策を用いた場合
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にどのような問題が発生してくることになる
のであろうか｡ また､ サービス業の生産性向
上のために科学的・工学的手法を適用する場
合に､ どのようなところにどの程度適用可能
なのであろうか｡ 以下では､ これらの点につ
いて検討していくことにする｡
サービス業の生産性を向上させる方策につ
いて､ Cowell (1984) は次のようなものを
挙げている(30)｡
第 1 に､ スタッフの改善である｡ つまり､
従業員に対する教育・訓練､ 能力開発や動機
付け等により､ サービス提供の際に必要な知
識､ 熟練を身につけさせたり､ 態度､ 行動を
改善させるというものである｡
第 2 に､ システムと技術の導入である｡
Cowell (1984) は､ これを T.Levitt (1976)
がいうところの ｢サービスの工業化｣ に対応
するものとして挙げている(31)｡ 経済産業省編
(2007) のなかで述べられている科学的・工
学的手法というのもこれに該当するものであ
る(32) ｡ システムと技術の導入のことを
Cowell (1984) はシステムズ・アプローチ
と呼び､ それは次の 3つの方法により適用さ
れるとしている(33)｡
① ハード技術｡ これは､ 人を機械や道具
により置き換えるものである｡
② ソフト技術｡ これは､ ｢個々のサービ
ス活動を事前に計画されたシステムに置
き換える｣ ものである(34)｡
③ ハイブリッド技術｡ これは､ ｢サービ
ス過程により大きな秩序､ スピードや効
率性を与えるように計画されたシステム
に設備を結合する｣ ことによるものであ
る(35)｡
Cowell (1984) は､ こうしたシステムズ・
アプローチの適用により､ パフォーマンスの
より一層の標準化､ 事業規模の再考慮 (チェー
ン展開あるいはフランチャイズ・チェーンへ
の志向) がなされたり､ 努力の特化や市場の
特化により労働生産性が向上すること等の効
果が得られるとしながらもその問題点を指摘
している｡ つまりそれは､ このようなサービ
スの工業化､ ないし科学的・工学的手法の適
用は､ 標準化が可能であり､ 顧客がそれを評
価するサービス業種ではよいのであるが､
｢幅広い範囲のサービス業にわたって課業を
標準化する能力がかなり制限されている｣ と
いう点である(36)｡ そして Cowell (1984) は､
｢技術的解決策でさえもサービス部門で必ず
しも成功するわけではない｣ としている(37)｡
そして､ システムズ・アプローチ､ つまりサー
ビスの工業化 (科学的・工学的手法) には､
次のような限界があることを指摘している(38)｡
つまり､ ①多くのサービス財が小規模で労
働集約性の高いサービス企業から提供される
こと､ ②資本集約的なサービス遂行やサービ
ス配達のための方法を考慮したり採用するた
めの資源がないこと､ ③生産要素の関係から
労働力を資本設備に置き換えることは必ずし
も安くつかないこと､ ④多くのサービス業で
は､ サービス製品に対する顧客の知覚の形成
が従業員との接触に依存していること､ ⑤機
械等の導入による生産性向上の反面での労働
疎外という人間的な問題の発生､ ⑥技術的解
決策は､ それが適用される社会的､ 組織的､
手続き的等の広範な環境と切り離すことはで
きないことの 6つの限界である｡
Cowell (1984) が述べているように､ サー
ビス業への科学的・工学的手法の適用は､ す
べてのサービス業種に対して行うことはでき
ないのであり､ その適用に向いている限られ
たサービス業種のみに適用可能なのである｡
それゆえ､ サービス業への科学的・工学的手
法の適用による生産性の向上を政策的に掲げ
て取り組んでいったとしても限定的な生産性
向上効果しか得られないであろう｡
また､ サービス財の提供は一連の過程を経
て提供されることがあるが､ そうした一連の
過程のなかの特定の過程のみを取り出して部
分的合理化を図ったとしても､ その後の過程
との調整をどの程度図って全体としての生産
性向上につなげていくのかという問題が生じ
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てくる｡ 特定の過程のみの合理化を図って効
果を上げたとしても､ 後の過程でロスをして
しまえば､ 合理化効果は失われてしまうから
である｡ そして､ サービス財の提供過程に消
費者が関与してくるサービス業種は多いし､
外的な環境にサービス財の提供が影響を受け
やすいサービス業種もあるので､ サービス企
業側が科学的・工学的手法の適用により､ ど
んなに綿密なサービス提供過程の合理化のた
めの仕組みを設計してそれを実施したとして
も､ 消費者側からの協力が得られなかったり､
外的環境からの影響によりサービス提供が予
め計画したとおりに実施できず､ 結局合理化
効果が得られずに生産性が向上しないという
ことは起こり得ることである｡ サービス業は
製造業のように､ 工場という統制・管理され
た環境下で､ サービス財の生産と提供を行う
ことはできないのである｡ サービス業では､
サービス財の提供現場でいつ何時どのような
ことが起こるのか分からないという不確定要
素を抱えていることを忘れてはならない｡
また､ 個々のサービス企業への科学的・工
学的手法の導入の可否を慎重に見極めたうえ
で導入を図らないと､ その安易な導入は場合
によってはサービス業の従業員に疎外感をも
たらしたり､ 労働意欲を低下させたりするこ
とになり､ その結果消費者に低品質でのサー
ビスが提供されて顧客満足が低下し､ 却って
生産性の低下をもたらすことになる危険性を
はらんでいる｡
第 3に､ サービス水準の低下である｡ サー
ビス業の生産性は､ 提供するサービス財の量
を減らしたり質を落としたりすることにより
向上する｡
このようなことによる生産性向上は､ S.
Shaw (2007) が述べているようなコストリー
ダーシップによる差別化戦略を実施している
格安航空会社に見受けられる(39)｡ つまり､ 格
安航空会社は､ 徹底したコスト削減の追求に
より実現した低航空運賃を武器とする差別化
戦略を行っているからである｡ この格安航空
会社は､ Shaw (2007)､ チャーリィ古庄
(2008)､ ㈱ANA総合研究所編著 (2008) に
よると､ 次のようなビジネス・モデルに基づ
くものである(40)｡
① 1 種類の航空機の利用｡ 1 種類の航空
機しか利用しないことにより､ パイロッ
トや他のスタッフの習熟度を上げること
ができるので､ 訓練費用や航空機の維持
メンテナンス費用の点でかなり費用を削
減できる｡
② 着陸料の安い第二空港や専用ターミナ
ルの利用｡ これは格安航空の特徴として
よく説明されていることで､ 主要空港を
利用すると着陸料が高いので､ 着陸料の
安い地方空港や専用ターミナルを利用す
るというものである｡
③ 中短距離の航空路線を高い頻度で効率
よく運行すること｡ 航空機が空港に着い
てから離陸するまでのターンアラウンド
に掛かる時間を､ 例えば､ 旅客の乗り降
りに搭乗橋を利用しないこと､ 座席指定
をせず先着順で座席に着かせること等に
より短縮して､ 航空機を高い頻度で運行
できるようにしている｡
④ 様々な付帯的サービスの省略｡ 例えば､
空港ラウンジ利用サービスは提供してな
いし､ 機内での食べ物や飲み物等の提供
は無料ではなく有料となっている｡ この
ように､ 追加的な費用負担を生み出す様々
な付帯的サービスを省けるだけ省くこと
により､ 低運賃での航空旅客輸送サービ
スの提供を可能にしている｡
⑤ 航空機を 2地点間でのみ運行している
こと｡ つまり､ 2 地点間のみでの運行で
あり､ 他の航空路線との乗り継ぎ等を考
慮せずに路線編成しなくてもよいので費
用が削減されるのである｡
⑥ 運賃体系が単純なこと｡ 格安航空会社
の運賃体系は単純なものとなっている｡
つまり､ 搭乗クラスはエコノミーの 1つ
だけであるし､ 普通運賃と割引運賃の区
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別はないので､ 単純なものとなっている
のである｡ 格安航空会社が顧客に提示す
る航空運賃の価格は､ 顧客の航空券の購
入時点における空席状況等に応じて高く
なったり低くなったりするのであり､ 顧
客には ｢特定の時点で､ たった 1つの運
賃が利用可能｣ なかたちになっているの
である(41)｡
⑦ 低費用での航空券販売｡ 格安航空会社
の航空券は､ インターネット等により直
接顧客に販売されているし､ 航空券の払
い戻しはないので､ 低費用での航空券販
売をすることができる｡
格安航空会社は､ 以上列挙されていること
のうちの､ ほとんどあるいは全てに基づくビ
ジネス・モデルにより生産性を向上させて､
低料金での航空旅客輸送サービスを提供して
いるのである｡
格安航空会社の場合には､ 低料金で航空旅
客輸送サービスを提供しているので､ 顧客が
サービスカットを容認しているところから問
題はないが､ 高い航空運賃で航空旅客輸送サー
ビスを提供している航空会社に対しては､ サー
ビスカットによる生産性向上を顧客は容認し
ないことに注意すべきである｡ サービス水準
の低下による生産性向上は､ 格安な料金でサー
ビス財を提供している企業のみが実行可能な
方策なのである｡
第 4に､ サービスを代替物の製品に置き換
えることである｡ Cowell (1984) は､ この
例として､ 電報を新データ転送技術に置き換
えることを挙げている(42)｡
第 5 に､ 新サービスの導入である｡ これは
あまり効率的でないサービス財を効率的なサー
ビス財に置き換えるというものである｡
第 6に､ 顧客との相互作用である｡ これは､
サービス企業と顧客との間の相互作用の仕方
を変えてみるということを意味しており､ 具
体的には顧客をサービスの提供・配達の過程
に関与させるというものである｡
第 7に､ 供給と需要の間のミスマッチの減
少である｡ これは､ 価格設定の仕方を工夫し
たり､ サービス財に対する需要やサービス財
の供給を管理する様々な方策を講ずることに
より､ サービス財に対する需要を平準化させ
たり､ サービス施設の稼働率が高まるように
して､ サービス財の売り逃し等のロスを削減
するというものである｡
以上のように､ サービス業の生産性向上の
ための方策には様々なものがあるのであり､
サービス企業としては､ これらのうちの自社
に適した方策を選択してその生産性向上を図っ
ていくことになる｡ そして科学的・工学的手
法というのは､ 様々なサービス業の生産性向
上のための方策のなかの 1つにしかすぎない
のであり､ それを適用することが可能なサー
ビス企業だけで実施していけばよいものであ
る｡
また､ サービス企業によっては､ 顧客満足
向上による高いリピート率の維持・確保を目
的として､ 追加的なコストは掛かったとして
も､ 機転を利かせて個々の顧客の置かれてい
る状況に即応したサービスを提供したり､ 顧
客の趣味嗜好に対応した個別化されたサービ
スを提供したりすることがある｡ こうした場
合､ 追加的な費用の発生により､ サービス企
業の生産性は低下するかもしれないが､ サー
ビス企業に対する満足度が高まることにより
高いリピート率を維持することができる｡ こ
うしたサービス企業では､ 必ずしもサービス
の生産性向上を図る必要はないであろう｡
もし､ サービス企業が､ 無駄を省くことを
重視して機械や装置による省力化を行って一
時的に生産性が向上したとしても､ 顧客満足
度が低下して客離れが進めば､ やがては生産
性は低下することになる｡ 科学的・工学的手
法の導入により生産性が向上するとともに顧
客満足が高まる場合もあるであろうが､ それ
は例えば元々機械的に処理可能な業務部面を
人手によって行っていたのを機械に置き換え
たような場合であろう｡ こうした場合以外に､
科学的・工学的手法を導入したとしても必ず
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しも顧客満足が高まる保証はないのである｡
7 おわりに
ここでは､ サービス業の生産性向上の問題
について検討してきた｡ サービス業の生産性
を向上させることは､ サービス部門のウエイ
トが我が国の GDP のうちの大きな割合を占
めるようになってきていることを考えると重
要なことであるといえる｡ ただし､ サービス
業の生産性の向上を図るに際しては､ 個々の
サービス業種や個々のサービス企業ごとの事
情を注意深く検討したうえで､ それぞれに適
した生産性向上策を実施すべきである｡
サービスの工業化の考え方に基づく科学的・
工学的手法の導入は､ その導入に向いている
サービス企業に対しては適用可能であったと
しても､ 他のサービス企業には適用可能でな
い場合があり､ 万能ではないのである｡ たし
かに科学的・工学的手法の導入は､ その導入
による効果が比較的測定しやすいし､ 導入す
る生産性向上策の内容を標準化したり確定し
たりすることが容易なので魅力的である｡ サー
ビス企業の生産性向上のための方策の選択は､
ケースバイケースでなされるべきであるし､
公共性の高いサービス業のように､ そもそも
生産性を向上させることが必ずしも目的とな
らないサービス業もあることを認識すべきで
ある｡ サービス業の生産性向上のための科学
的・工学的手法の導入といっても､ そもそも
それに向いていないサービス企業もあるし､
その導入により業務の一部が機械化されたこ
とから従業員の労働意欲が低下し､ マイナス
の効果が生ずることもある｡ また､ 予期しな
い顧客の行動や外的環境による影響等により､
科学的・工学的手法があまり役に立たない場
合も出てこよう｡
サービス企業の顧客満足度指数や認証制度
による評価についていえば､ 評価項目や評価
基準の適切性の確保､ 評価項目や評価基準に
関する情報の開示 (特に､ 使用したアンケー
ト調査票の公開)､ 調査方法に関する情報の
開示､ 認証手続きに関する情報の開示等が伴
わず､ 単に顧客満足度指数や認証制度による
評価の結果のみが公表されるだけであれば､
消費者にとってそれらは十分に信頼できるも
のとはいえないことが指摘される｡ もし､ 顧
客満足度指数や認証制度を導入するのであれ
ば､ こうしたことは全て開示される必要があ
る｡ また､ 顧客満足度指数の測定や認証評価
が利用客の比較的少なく規模が小さい中小の
サービス企業に対してどの程度有効になされ
るのかという問題点があるように思われる｡
いずれにせよ､ 顧客満足度指数や認証制度に
よる評価の結果のみを公表するだけでは､ 消
費者に対する多種多様なサービス財に関する
十分な情報提供には必ずしもつながらず､ 単
に消費者がサービス企業を利用する際の 1つ
の判断材料を提供することになるだけである｡
以上､ サービス業の生産性向上の問題につ
いて検討してきたが､ サービス業の生産性向
上のためには､ 個々のサービス企業の状況に
適した方策が講じられるべきであり､ 科学的・
工学的手法の一律適用は避けた方がよい｡ 所
詮は科学的・工学的手法の導入は､ サービス
業の生産性向上のための単なる 1つの方策に
しかすぎないのであるから｡ サービス業の生
産性向上を図るのであれば､ 製造業モデルの
安易な適用はやめるとともに､ サービス業も
製造業も変わりがなくサービス業の独自性は
ないという考え方も捨てて､ サービス業に対
する深い理解や認識の下に､ 個々のサービス
業やサービス企業に適した生産性向上のため
の方策は何かを考えていく必要がある｡
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